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国連総会は，2015年２月26日，地球規模の測地基準座標系（GGRF）が社会，経済，科学に不可欠な基盤インフ
ラであることを認めて，決議「持続可能な開発のための地球規模の測地基準座標系」を採択した．この決議
は，測地学の分野で地球規模の連携した取り組みを行う重要性を初めて認めた国連総会決議で，加盟国に連携
してGGRFの構築，維持を行うことを求めている．決議では，ロードマップを作成して決議を実行すること，途
上国の技術，能力開発を強化すること，各国が責任を持って自国の測地観測を改善することなど，６つの決議
文が採択された．決議は，国連地球規模の地理空間情報管理に関する専門家委員会（UNCE-GGIM）が設置した作
業部会によって作成され，第４回のUNCE-GGIM会合，国連経済社会理事会で承認されたのち，フィジーを提案国
として日本を含む52カ国の共同提案で総会に提出された．国土地理院は，当初から作業部会に加わり，決議案
の作成に貢献するとともに，決議後は，GGRFを確実に構築・維持するため，ロードマップの作成に参加してい
る．ロードマップでは，確実なGGRFの構築と維持に対して，現状でどのような課題があるかを分析するととも
に，その課題を解決する方策を提案し，その先にどのような改善が行われ，さらに良いGGRFが構築されるの
か，将来の展望を示している．作成したロードマップは，2016年８月にニューヨークで行われるUNCE-GGIMの第
5回会合に提出され，議論ののちに採択されることが想定されている．発表では，決議の背景と意義を確認する
とともに，GGRFの維持に向けたロードマップの概要を報告する．
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国土地理院は、茨城県石岡市に新たなVLBIアンテナを含む測地観測局を整備している。既に整備が完了してい
るVLBIアンテナ及びGNSS連続観測点等に加え、2016年2月末に観測局舎が完成し重力観測点の使用が可能となる
予定である。本発表では、これらを含めた石岡測地観測局の現況について報告を行う。また、これまでに実施
した石岡VLBIアンテナを用いた観測結果についても報告する。
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現在，衛星レーザ測距のために運用されている観測局の数は 40 程度で，必ずしも地球上に均一に分布してい
るわけではない．GGOS の推進する地球基準座標系の高精度化のため，新たな観測局を追加すると仮定して，ど
の場所が効率的であるか，シミュレーション解析を行った．まず，天候や人的リソースに依存していることを
考慮して，既存の観測局の実績から，現実的な測距データ生産率を導き，シミュレーションデータを作成し
た．扱った衛星は，LAGEOS-1, -2, Ajisai, LARES, Starlette, Stella の 6 つである．次いで，宇宙測地解
析ソフトウェア c5++ を用いて，既存の観測網に対して，地球上のどこかに１つの新観測局を置くような設定
でシミュレーション解析を行った．新観測局の存在しない場合に対する推定誤差の改善率を指標にした．その
結果，概して南半球の空白域を埋めることが重要であることが確認され，さらに，求めたい測地パラメータに
よって，最適な場所が異なることがわかった．例えば，地球重心の X 成分・Y 成分には南半球高緯度域が有効
であるのに対し，Z 成分には低緯度域のほうが有効であった．
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1 cm を下回る精度のレーザー測距データを用いて行われる精密軌道決定において、人工衛星に及ぼされる
力、その個々のモデル自体はそこまで精微なレベルに達しておらず、未だ原理がよく解明されていない部分も
残る。 
モデルの精度は軌道決定の精度に直結するものであり、これを補う目的で、未知の加速度要因が吸収されるよ
う簡単な経験的加速度を加速度モデルに組み込み、解析後の残差を小さくすることが一般的に行われている
（大坪ほか 2014）。 
現在の加速度モデルでは経験的加速度に吸収させている、まだモデル化されていない加速度要因を特定・分離
し、モデル化することは、測地学的・地球物理学的な意味付けを行う上で有効である。事実、LAGEOS-1 ではこ
の経験的加速度の分析の中から熱力学的なモデルが発見されている（Scharrooほか 1991）。 
一橋大学・情報通信研究機構・Chalmers工科大学が共同で開発・運用を行っている宇宙測地解析ソフトウェア
”c5++” では、along-track（人工衛星の進行する）方向・cross-track（人工衛星の軌道面に直交する）方
向・radial （動径）方向の3方向それぞれについて、定数項および周期項の経験的加速度パラメータを推定す
ることが可能である。 
”c5++” を用いて、AJISAI・LAGEOS-1・LAGEOS-2・LARES・STELLA・STARLETTE の6つの測地衛星において、それ
ぞれで過去5年間の経験的加速度を推定した。推定した経験的加速度は、along-track 方向の定数項1変
数・along-track 方向の周期項2変数・cross-track 方向の周期項2変数の計5つのパラメータである。 
解析後の残差の RMS は、LAGEOS-1・LAGEOS-2 では 7-10 mm、その他の低軌道衛星では 20-40 mm 程度であ
る。 
経験的加速度の大きさについては、LAGEOS-1・LAGEOS-2 では、along-track 方向の定数項が 0-10 pm/s2、周
期項が 0-200 pm/s2、 cross-track 方向の周期項が 0-1 nm/s2 であった。その他の低軌道衛星では、
along-track 方向の定数項が 0-2 nm/s2、周期項が 0-2 nm/s2、 cross-track 方向の周期項が 0-10 nm/s2 で
あった。 
これらの経験的加速度パラメータを5年分蓄積し、その時間変化を周波数解析などを通して分析した。一例とし
て、AJISAI の along-track 方向の周期項は、衛星軌道面と太陽がなす角の絶対値と相関が高いことがわ
かった。このような経験的加速度の系統的な時間変化及びこれらの要因として考えられる摂動について議論す
る。
 

衛星レーザー測距、経験的加速度
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国土地理院が提供する日々の座標値（F3）は、国際地球基準座標系ITRF2005に準拠して算出された、観測日に
おけるGEONET観測点の座標値であり、国内の地殻変動監視等に利用されている。座標値の推定は、24時間分の
観測データとIGS最終暦等を用いてBernese v5.0で行っており、茨城県つくば市の観測点「つくば１」を固定点
としている。（中川ほか、2009）。固定点の座標値は、別途日本周辺のIGS局を含めたGAMIT/GLOBKによる解析
（以下、「固定点解析」という。）により決定しており、その際に特定のIGS局の位置をITRF2005の元期の座標
値と速度から観測日の座標値を計算したもので拘束している。 
しかし、IGS局の移設や2011年3月の東北地方太平洋沖地震による余効変動の影響等から、固定点解析において
拘束しているIGS局（以下、「拘束点」という。）の数は当初と比較し、6割程度となっている。そのため、現
行の固定点解析では、拘束点数が少ないことにより、特定の拘束点が欠測や機器交換等により解析から除外さ
れると、その影響を大きく受け、安定した座標解が得られないことがある。 
このような拘束点の欠測等による影響を緩和し、F3解を安定的に提供できるようにするため、拘束点とする
IGS局の再選定を行い、新たに選定した20点程度のIGS局を解析の拘束点として算出した「つくば１」の座標値
の安定性を評価した。その結果、欠測などに伴う拘束点の減少による影響が緩和され、安定した座標解が得ら
れることを確認した。
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点荷重や点震源によって生じる地球の変形（変位や歪など）を表すグリーン関数は、測地学的、地震学的に重
要な役割を果たしてきた。例えば、Farrell (1971) によって求められた点荷重による「地表」のグリーン関数
は、海洋潮汐によって生じる重力や歪変化を補正するのに使われている。また、Sun & Okubo (1993)によって
求められた点震源による「地表」のグリーン関数は、巨大地震によって「地表」に生じる変位や重力変化を解
釈するのに役立っている。さらに、点震源による「内部」のグリーン関数が求められれば、クーロンの静的応
力や歪の蓄積などの推定に用いることが出来る。これらのグリーン関数を求めるためには、球面調和関数の次
数nが「数千から数万」もの高い次数の解まで計算する必要がある。そのため、次数n→∞の解の振舞いを表す
「漸近解」を求めることが有効になる。点荷重による「地表」の漸近解はFarrell (1972) によって、点震源に
よる「地表」の漸近解はOkubo (1988) によって求められたが、点震源による「内部」の漸近解は一様球の場合
にしか得られておらず（大久保 & 高木, 2014 JpGU）、成層構造を持つ場合の解を求める必要がある。 
自己重力を伴う球対称地球の場合、変形場はスフェロイダルモードとトロイダルモードに分離して、それぞれ
のモードは6変数と2変数の連立常微分方程式で表される。成層構造における漸近解は、「成層構造の
解」=「(i)一様球の解」+「(ii)弾性定数等の物性が半径方向に変化することの効果」と考えて求めた。(i)の
項は既に得られているので（大久保 & 高木, 2014 JpGU）、それを基に(ii)の効果を取り入れる。(ii)の効果
は、全地球にわたる積分として表されるが、次数nが非常に大きい場合には、震源と変形を求めようとする深さ
の周囲のみ考えれば十分である。 
上記の考えに基づいて、より簡単なトロイダルモードについて漸近解を求め、数値計算でn=100,000まで計算し
た結果と比較したところ、次数nが大きくなるにつれて数値解が漸近解に近づいていくという期待通りの結果が
得られた。 
本講演では、トロイダルモードに加えて、スフェロイダルモードについても漸近解を示すとともに、漸近解の
有効性について議論する予定である。
 

グリーン関数、点震源、内部変形、成層構造、漸近解
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【研究背景・目的】東北大学，JAMSTEC，JAXA は，係留ブイを用いた津波・海底地殻変動モニタリングシステ
ム (Takahashi et al., 2014) の共同開発を進めており，東北大学は GPS/A 観測を担当している．将来巨大地
震が発生すると予想される紀伊半島沖熊野灘で現在 3 回目の試験観測を実施している．係留ブイ GPS/A 観測
の目標測位精度は，巨大地震に伴う地殻変動を即時把握できるよう 1 m と設定している．本観測システムのブ
イは，強潮流域で連続観測できるよう水深の 1.5 倍程度の長さの索で係留されているため， (1) 定点保持が
難しく，(2) 海底局アレイ中心に必ずしも位置しない．これらは，最終的に推定するアレイ重心位置に (1) ア
レイ形状 (各海底局間の相対的な位置関係) 誤差の影響が観測位置に依存した系統的な誤差として表れる，(2)
データに含まれる誤差がアレイ中心で測位した場合の数倍以上拡大されて表れる，と考えられるが，このよう
な状況の誤差伝播評価を行った例はない．そこで，本研究では係留ブイ GPS/A 観測を想定した条件で数値実験
を行い，測位結果への誤差伝播量を見積もった．また，数値実験結果を第 2 回試験観測 (2014) の測位結果と
比較検討し，測位精度向上策を提言した． 
【数値実験】係留ブイ GPS/A 観測における誤差要因には，海上局位置推定誤差，姿勢推定誤差 (位置に変換す
ると海上局位置水平成分誤差)，走時検測誤差，アレイ形状誤差が考えられる．このうち，海上局位置水平成分
の誤差はアレイ重心位置に等倍で反映される．そこで，誤差伝播が未解明な以下 1-3 の誤差を与え，係留ブイ
振れ回り幅を想定した海上局位置でのアレイ重心位置を推定した．これを 10 回試行した平均値と，初期値と
して用いるアレイ形状の重心を原点とし，各誤差を与えて推定したアレイ重心位置の原点からのずれ量を誤差
伝播量とした．アレイ形状には 2014 年船舶キャンペーン観測で取得したデータを用いて推定した個々の局位
置を用いた．個々の局位置の推定精度は，走時残差から水平 15 cm, 上下 25 cm 程度だと考えられる．原点を
中心にした 10 km 四方に 100 m 間隔で海上局位置を配置し，疑似データを作成した．第 2 回試験観測の海上
局位置は，精密暦を用いた後処理キネマティック精密単独測位 (PPP) 解析 (GIPSY-OASIS Ⅱ，ver. 6.3) によ
り推定したので，測位精度は水平 ~2 cm，上下 ~4 cm 程度 (太田・他，2006) と考えられる．最終的に以下の
3 通りの誤差を与えた． 
1. 海上局位置上下成分推定誤差: 各海上局位置で独立に，4 cm (1 σ)． 
2. 走時検測誤差: 各海上局位置および各海底局で独立に，相関ピーク読み違えを想定した ±0.1 ms，および分
解能限界の ±0.01 ms． 
3. アレイ形状誤差: 各海上局位置で独立に，個々の局位置に水平成分 15 cm，上下成分 25 cm (1 σ)． 
【数値実験結果】各誤差要因の誤差伝播量は最も大きくなる領域で 1. ~ 20 cm，2. ~30 cm，3. 0.5-~2 m と
なった．誤差伝播量が最も大きくなる領域は，GPS 測位で用いられる幾何的精度劣化率が高い領域と概ね一致
した．誤差要因として与える量を半分にすると，誤差伝播量も半分になった． 
【議論】第 2 回試験観測では，約 4 ヵ月間に渡り週に 1 回連続 11 回の音響測距 (ショット間隔約 1 分)
を実施した．測位精度 1 σ(東西/南北) は，解析可能なデータが揃った 13 週全体で 0.7/1.0 m であった．観
測期間全体の測位結果は，系統的な誤差が大きい 5，7 週目を除き 誤差要因 1-3 の誤差伝播の和により説明
可能であり，最も大きな誤差要因はアレイ形状誤差であることがわかった．数値実験では，各海上局位置での
統計的な誤差伝播量を調べるためにアレイ形状に関しては 3 の条件としたが，実際の誤差は一意である．アレ
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イ形状誤差を全ての海上局位置で共通にして数値実験を行うと，アレイからやや離れた場所に局所的に大きな
誤差伝播が表れることから，5，7 週目の海上局位置はそのような領域にあったと考えられる．係留ブイ GPS/A
観測の測位精度 1 m を達成するためには，誤差量と誤差伝播量の線形性から，アレイ形状誤差を数 cm
オーダーで推定すればよいと考えられる．第 2 回試験観測の海上局位置は後解析で推定したので，今後長期間
のリアルタイムキネマティック PPP の精度および確度を把握する必要がある． 
【結論】本研究で実施した係留ブイ GPS/A 観測の誤差伝播に関する数値実験は，第 2 回試験観測結果のばら
つきの特徴と概ね整合的であり，最も大きな誤差要因がアレイ形状誤差であることが明らかになった．ま
た，係留ブイ GPS/A 観測の測位精度を向上させるためには，正確な局位置推定が最も重要であり，次にリアル
タイムキネマティック PPP の測位精度評価とその向上が必要であることを示した． 
謝辞：本研究で使用したデータは，文部科学省の受託研究「海底地殻変動観測技術の高度化」，および JST 戦
略的イノベーション創造プログラム (レジリエントな防災・減災機能の強化) の研究の一環で得られたもので
す．記して感謝いたします．
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単一GPSアンテナとMEMSジャイロによる地殻変動観測ブイの姿勢モニタリング
Monitoring of moored buoy attitude by single GPS antenna and rate-gyro
 
*本荘 千枝1、木戸 元之1、太田 雄策2、今野 美冴2

*Chie Honsho1, Motoyuki Kido1, Yusaku Ohta2, Misae Imano2

 
1.東北大学災害科学国際研究所、2.東北大学大学院理学研究科
1.International Research Institute of Disaster Science, Tohoku University, 2.Graduate School of
Science, Tohoku University
 
【研究目的】東北大学と海洋研究開発機構（JAMSTEC）は、宇宙航空研究開発機構（JAXA）と共同で、津波と地
殻変動のリアルタイム観測を目的とした係留ブイシステムの開発を進めている（戦略的イノベーション創造プ
ログラム「レジリエントな防災・減災機能の強化」）。東北大学では、本システムのうちGPS音響結合方式の地
殻変動観測を担当している。現システムでは、音響測距時のトランスデューサーの位置を正確に把握するた
め、ブイ最上部に４基のGPSアンテナを一辺が１m の正方形状に設置し、メインアンテナの位置情報と共に
GPSジャイロによる姿勢情報を得ている。４アンテナシステムの消費電力は約６Wと、光ファイバージャイロ等
と比べてはるかに省電力であるが、長期係留に向けてさらなる省電力化が望まれている。そこで本研究で
は、１基のGPSアンテナ位置と加速度・角速度データから姿勢モニタリングする手法を考案した。試験係留時に
冗長系として収録していたMEMSジャイロ（消費電力１W未満）の加速度・角速度データを用いて、本手法で得ら
れる姿勢の精度を検証し、実運用に向けた課題を検討した。 
【解析方法とデータ】用いる観測方程式は、(1) ３軸角速度と姿勢角（方位角・ピッチ角・ロール角）変化率
の関係式、(2) GPSアンテナ速度の変化量が、加速度の積分量と回転による速度の変化量の和に等しいという関
係式の２つである。各姿勢角の時間変動を３次B-スプライン関数で基底展開し、展開係数を非線形最小二乗法
で解いた。用いたデータは、MEMSジャイロ（Xsens社, MTi-G）による加速度・角速度データ（10 Hz）と、キネ
マティックPPPにより解析したGPSアンテナ位置データ（1 Hz）を時間微分して得たアンテナ速度であ
る。2014年に紀伊半島沖で実施した試験係留では、約20分間の計測を週一回、４ヶ月間にわたり定期的に
行ったが、このうち、GPSデータとMEMSジャイロデータの両者がほぼ欠損なく取得された8回分（各19分間）を
解析した。それとは別に、GPSジャイロデータ（JAVAD社、Sigma-Q）を用いた真の姿勢角時間変動の推定も行
い、これからのずれを誤差として結果の精度を検証した。これは、GPSジャイロデータ（2.5 Hz）の単なる補間
に代わり、MEMSジャイロの角速度データを併用することで、GPSジャイロデータの誤差を考慮した姿勢角時間変
動の推定を行ったものである。この解析で推定されたGPSジャイロデータの誤差は公称精度とほぼ等しい
0.2°、MEMSジャイロの角速度データの誤差は公称精度よりやや大きい0.6°/s であった。 
【結果】本手法で得られた姿勢角の誤差は、全8回 各19分間のRMSで、方位角0.5°、ピッチ角1.3°、ロール角
1.0°であった。これは、現状のGPSアンテナとトランスデューサーの配置（水平距離１.５m、鉛直距離５.５
m）では水平方向に９cm、鉛直方向に３cmのトランスデューサー位置誤差に相当する。最大姿勢誤差はRMS値の
２～３倍程度になることを考えると十分な精度とは言えない。しかし、この誤差には独立した二つの要因があ
る。一つは、MEMSによる姿勢角が基準とする座標系（MEMSジャイロ内センサーの３軸で定義）と、GPSジャイロ
が基準とする座標系とのずれ、つまりMEMSジャイロの取付角が厳密にゼロでないことによるもので、姿勢角誤
差のバイアスとして現れる。実際に、８回の観測にほぼ共通した値のバイアス誤差があり、ここから推定した
取付角は方位角・ピッチ角・ロール角で −0.1°, −1.3°, −1.0°であった。もう一つは、このMEMSジャイロ取付
角を考慮してもなお残る誤差で、これがデータの精度も含めた本手法の限界と考えてよい。取付角補正後の誤
差は、方位角は0.5°、ピッチ角・ロール角は大幅に減少し0.4°であった。ピッチ角・ロール角の誤差のほとん
どは角速度データの誤差に起因する。実際、角速度の精度が一桁良い上位機種のMEMSジャイロ
（Xsens社、MTi-G700）を用いて、船舶による同等な試験観測を行い、本手法により姿勢角推定を行ったとこ
ろ、GPSジャイロによるピッチ角・ロール角（精度0.005-0.030°）との差がRMSで0.03°という極めて良い結果を
得た。一方、方位角に関しては、GPSアンテナ速度データの精度の影響が大きく、センサ性能の向上により誤差
が0.5°からどの程度改善するかは不明である。しかし、トランスデューサー位置の算出や、それに続く海底局
の位置決定の過程において、方位角誤差の影響はピッチ角・ロール角のそれに比べて小さいことを考える
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と、方位角誤差0.5°は十分に実用的な精度である。 
【結論】単一アンテナシステムによる姿勢角の精度は、方位角は0.5°、ピッチ角・ロール角は高精度の
MEMSジャイロを用いれば0.03°と十分に実用的な値である。但し、GPSアンテナやトランスデューサーの位置を
定めるブイ座標系と、MEMSジャイロ座標系とのずれ（MEMSジャイロ取付角）は、測距時のトランス
デューサー位置の算出にそのまま姿勢誤差として影響するため、この取付角をどう推定、又は測定するかが実
運用に向けた課題である。
 

GPS音響結合方式海底測位、MEMS角速度・加速度センサ
GPS/Acoustic seafloor positioning, MEMS gyroscope/accelerometer
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近接設置した海底局からの音波の走時差を用いた局所地殻変動計測 ―日本海溝断層地形の挙動のモ
ニタリング―
Detecting localized seafloor deformation using traveltime difference of acoustic signals
of transponders nearby --Observation in the Japan Trench--
 
*木戸 元之1、芦 寿一郎2、辻 健3、富田 史章4
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沈み込み帯の海溝軸に近い領域には、地質学的な時間スケールで何度も繰り返される地震発生サイクルにより
形成された断層地形が多く見られる。これらの断層が、地震発生サイクルの中のどのようなタイミングで運動
するかについては、実データが無くあまり把握されていない。そのような海底での断層運動を計測する手段と
して、海底間音響測距が一般的に用いられる。しかし、同手法は海底に設置した機器同士の音響通信が必要で
あり、設置する地形によっては音響パスを確保することが著しく困難なことも多い。そこで、我々は海底間同
士の通信の必要のないGPS音響測距 (GPS/A) 観測のレイアウトを工夫し、短基線の相対変位を検出できるよう
な手法を考案した。さらに、日本海溝沿で、バックスラストと解釈されている断層地形で、考案した観測手法
に基づく観測を開始した。 
  
海底間音響測距の繰り返し観測精度は、基線長にほぼ比例し、概ね1cm/km程度である。一方で、GPS/A観測の
個々の海底局の位置決め精度は数〜10cm程度である。GPS/A観測の精度低下の主な要因は、海中音速の時空間変
化、キネマティックGPS測位精度、音響波形の走時読み取り誤差である。GPS/A観測に用いる海底局を、断層を
またいで対で設置し、海上で収録するそれぞれの音響波形同士の走時差を読み取ることにより、波形の歪みが
相殺され読み取り誤差は無視できる量となる。また、海中音速の影響も、パスが異なる海底付近の基線長部分
に限定されるため、その殆どが相殺できる。さらに、走時差を見ているためGPS測位の絶対位置の誤差は無関係
となり、送信時刻は共通なので受信時刻差の0.1s程度の時間内での相対位置誤差のみとなる。これらのことを
勘案すると、基線100-300mの海底局同士の相対位置を1cm程度の精度で計測できる見込みがある。一般的な海底
間音響測距と比較して、以下の長所がある。海底同士での音響パスの確保は必要ないので設置が容易であ
る。２局のみで３次元の相対変位を計測できる。一方、短所としては、キャンペーン観測である（連続データ
ではない）、実用精度を得るには基線を100-300m程度以下にしなくてはならない。 
  
2015年9月のKH15-02白鳳丸航海で、３台のGPS/A用海底局を、日本海溝沿い北緯38.171度、東経143.550度、水
深3500m付近の断層崖の上部と下部に設置した。海底間音響測距と違い崖の斜面に設置する必要はないが、基線
をなるべく短くするように、崖の上部と下部の平坦面の端を目視で確認しながら設置するため、船からの遠隔
作業および映像の伝送が可能なNSSシステムを利用した。設置直後および２ヶ月後に、初回の観測を実施し、繰
り返し観測精度を確認するためのデータを得た。断層崖の挙動をモニタリングするためには、今後定期的に
キャンペーン観測を実施していく必要がある。 
  
講演では、今回提案した観測手法で各種誤差が相殺される原理を説明し、想定される誤差要因に対し、相殺で
きない分を定量評価する。また、定量評価の結果と、初回の観測で得られた繰り返し観測精度の実測値との比
較を行う。
 

音響測距、GPS音響結合方式、バック・スラスト、海底測地
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RTKLIBとMADOCAを用いたリアルタイム水蒸気解析実験
An Experiment of Real-time Water Vapor Analysis using RTKLIB with MADOCA
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人工衛星を用いた測位システム（GNSS: Global Navigation Satellite System）から、リアルタイムに水蒸気
情報を解析する試みについて、現状を紹介する。 
2015年8月現在、気象庁では観測後20-30分遅れで、GEONETからPWVを解析している。本稿では，こうした数十分
遅れで値を算出する解析を、準リアルタイム(NRT: Near Real-time)解析と呼び、リアルタイム(RT:
Real-time)解析と区別する。災害をもたらすような局地豪雨は、数分から数十分という短時間に急激に発達す
る積乱雲によってもたらされる。水蒸気は積乱雲の発達にとって、それを駆動する燃料の役割を担うため、積
乱雲の発達に伴う水蒸気変動を解明するためには、より高速かつ高頻度なGNSS解析が求められる。 
本発表では、現在気象庁で行われているNRT解析の概要、RT解析を可能とする技術革新、RT解析実験の概要とこ
れまでに国土地理院のGEONETや船舶に搭載したGNSSアンテナを用いた実験の結果を紹介する。 
当研究では,宇宙航空研究開発機構（JAXA）が、開発する複数GNSS対応高精度軌道時刻推定ツールMADOCA
(Multi-GNSS Advanced Demonstration Orbit and Clock Analysis,
https://ssl.tksc.jaxa.jp/madoca/public/public_index_en.html)により解析されたリアルタイムの軌道情報
を利用している。MADOCA軌道情報には、世界各地に展開された観測網MGM-Net（Multi GNSS Monitoring
Network）（2015年8月10日現在53観測点）で観測されるGPS、GLONASS、及び準天頂衛星(QZSS)の補正情報が含
まれている。
 

GNSS、水蒸気リモートセンシング
GNSS, Water vapor remote sensing
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準リアルタイムGPS PPPによる時刻・周波数比較
Near-Real-Time GPS PPP for Time and Frequency Transfer
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GPSによる時刻・周波数比較にはいくつかの方法があるが、最も高精度な方法は搬送波位相(carrier phase)を
用い、精密単独測位(Precise Point Positioning; PPP)を行う方法で、GPS CP、或いは、GPS PPPと呼ばれる。
PPP解析では、高精度な暦（GPS衛星の軌道や時計情報）が必要であるため、解析を行うに
は、IGS(International GNSS Service)の速報暦の場合約17時間、精密暦の場合2週間程度、暦が提供されるの
を待つ必要が有った。他の時刻比較法（GPS P3や衛星双方向）では、ほぼリアルタイムで時刻比較結果が得ら
れる為、この点がGPS PPPの短所であった。しかしながら近年、リアルタイムポジショニングの需要の高まりか
ら、IGS内でReal-Time Serviceが立ち上がり、GPSデータやGPS衛星の軌道・時計情報のリアルタイムスト
リーミングが開始されている。このサービスで提供されているGPS衛星の軌道・時計情報(これ以降、リアルタ
イム暦)は、IGSの速報暦と比較して、軌道でRMS 5 cm以下、衛星時計でRMS 300 psが達成されている。従来か
ら、速報暦より提供が早く、精度もリアルタイム暦より高精度である、超速報暦が3〜9時間後に提供されてい
る。しかしながら、時刻比較で使用される事は稀である。リアルタイム暦は、精度は超速報暦に劣るもの
の、リアルタイムで得られるという点が重要で、例えばタイムリンクのモニタリングなど、最終的な時刻比較
とは異なる目的に使用できる可能性がある。そこで本研究では、このサービスを用いたGPS PPPで、どの程度の
時刻比較結果が得られるのか検証を行った。 
検証は、タイムリンク、解析方法（ソフトウェア；c5++、及び設定）を共通にし、速報暦とリアルタイム
暦、それぞれを用いて解析を行った結果を比較した。その為、リアルタイム暦を用いた解析は、リアルタイム
で行う事はせず、速報暦同様、24時間分のデータを記録し、clk/sp3ファイルに変換して解析を行った。今
回、リアルタイム暦として、提供元が異なる、2つの暦を使用した。一つ目は、IGS RTS提供の物(IGSリアルタ
イム暦)で、NRCanとBKGおよびESA/ESOCのサポートにより、ストリーミング（Ntrip protocol）で配信されてい
る。それぞれのリアルタイム解析センターで、独自に解析・配信が行われているが、今回は、BKGの
IGS03（GPSとGLONASSの補正情報）を使用した。BKG Ntrip Client (BNC)を用い、リアルタイムでIGS03および
RTCM3EPH01(放送暦)を受信し、clk及びsp3ファイルに変換した。もう一つは、JAXAが開発を行っている、複数
GNSS対応高精度軌道時刻推定ツール「MADOCA (Multi-GNSS Advanced Demonstration tool for Orbit and
Clock Analysis)」で作成された物（MADOCA暦）を使用した。MADOCA暦は、測位衛星の軌道等がストリーミング
配信、ftp、将来的にはLEX（L-band experimental）信号で提供されている。今回は、ftpで取得可能な、1日毎
のsp3を使用し、clkファイルは、IGSリアルタイム暦の物を使用した。 
情報通信研究機構小金井本部と未来ICT研究所間、及び小金井本部と標準電波送信所（おおたかど山及び、はが
ね山）間のGPSリンクで、24時間データを1日毎に、2015年2月からの9ヶ月分解析して検証した。結果、リアル
タイム暦（IGSおよびMADOCA共に）で求めたリンク間の時刻差変動は、速報暦、および衛星双方向で求めた結果
と良い一致を示した。速報暦とIGSリアルタイム暦の差は、RMSで約100 ps、速報暦とMADOCA暦の差は、RMSで約
200 psであった。この差は、定常的にモニタリングを行っているタイムリンクにおいて、何らかの影響で変化
が起こった事を読み取るには十分小さい。この事から、リアルタイム暦（IGSおよびMADOCA共に）を用いたGPS
PPPは、タイムリンクの高頻度モニタリングには十分使用可能であると言える。講演では、上記リアルタイム暦
の検証について述べると共に、実際にタイムリンクのモニタリングを行う際の解析戦略について提案する。 
謝辞：本研究では、IGS提供の速報暦及びリアルタイム暦を使用した。また、JAXA提供のMADOCA暦も使用し
た。解析には、c5++を用いた。ここに記して感謝の意を表する。
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KAGRA地下サイトに建設された1.5kmレーザー歪計の設計と運用
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Laser interferometers are widely used for precise measurement such as experimental physics,
engineering, and metrology. Laser strainmeters in geophysical observations are one of such
applications that require high displacement resolution and long-term accuracy. 
In Kamioka underground site (Gifu Prefecture in Japan), a 100-m-long laser strainmeter was
constructed in 2003. It proved to be sensitive enough to detect Earth’s strain in a wide range of
frequencies (seismic to geodetic time scale) with high resolution (~10-10 in strain) [1-3]. However,
local disturbances by groundwater affected the strain measurement at very low frequencies [4]. A
scaled-up interferometer is expected to improve the strain resolution by having a longer baseline
and reduce local effects by spatial averaging. 
 A large-scale gravitational-wave detector, KAGRA, has been constructed in the new tunnel [5].
Along the KAGRA detector, a 1.5-km baseline laser interferometer has been installed for the purpose
of geophysical strain observation. The laser strainmeter is formed by an asymmetric Michelson
interferometer with two retro-reflectors each of which is installed in the vacuum chamber of each
end. A frequency-doubled Nd:YAG laser with wavelength of 532 nm and frequency stability of ~10-13 is
used as a light source. The optical path of the interferometer is kept below ~0.1 Pa in
400-mm-diameter vacuum tubes. 
 For long-term continuous observation with both KAGRA detector and the laser strainmeter, several
kinds of sensors are arranged to monitor the environment along in the tunnel, and their data
together with the ones from KAGRA and the strainmeter are recorded by a networked data acquisition
system. 
 Scientific targets, design of the instrument, its construction and operation will be presented. 
  
References 
[1] S. Takemoto et al., A 100 m laser strainmeter system installed in a 1 km deep tunnel at
Kamioka, Gifu, Japan, Journal of Geodynamics, 38, 477-488, 2004. 
[2] S. Takemoto et al., A 100m laser strainmeter system in the Kamioka Mine, Japan, for precise
observations of tidal strains, Journal of Geodynamics, 41, 23-29, 2006. 
[3] A. Araya et al, Analyses of far-field coseismic crustal deformation observed by a new laser
distance measurement system, Geophys. J. Int., 181, 127-140, 2010. 
[4] A. Araya et al., Broadband observation with laser strainmeters and a strategy for high
resolution long-term strain observation based on quantum standard, J. Geod. Soc. Japan, 53, 81-97,
2007. 
[5] Y. Aso et al, Interferometer design of the KAGRA gravitational wave detector, Phys. Rev. D, 88,
043007, 2013.
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閏秒回避の提案
A proposal to avoid a leap second
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はじめに：2015/07/00 に協定世界時（ＵＴＣ）に閏秒が１秒挿入されました。閏秒がある理由として、地球の
自転角速度の減少が挙げられることがあります。閏秒の挿入が面倒なことが一般的なため、閏秒の廃止が話題
になったこともあります。 
地球の自転角速度が減少することは事実ですが、その程度は甚少です。そこで、閏秒の挿入と同じ効果があ
り、大衆には操作の必要無い閏秒挿入回避の方法を提案します。 
自転角速度の減少：地球が誕生した４５.５億年前の自転角速度の最高値ωoは、遠心力と重力が釣り合う時の値
ですから、次式から求まります。 
（以下 **: 冪乗） 
ｒ×ωo**2 ＝ｇ 
ここに 
地球の半径 ｒ＝6378100 m 
重力の加速度の標準値 ｇ= 9.80665 m/s**2 
を代入すると 
ωo＝1.2400×10**-3 rad/sec＝107 rad/day ：（遠心力と重力が釣り合う値）となります。 
現在の値 
ωp＝7.292×10**-5 rad/sec 
までに、指数関数的に減少したとすると、 
log (ωp／ωo）＝-ｋｔ (1) 
上式に 
ωo／ωp＝1.240×10**-3／7.292×10**-5 
＝16.98 
log(ωo／ωp )＝2.833 
と地球の年齢 t＝45.5億年＝1.436×10**17 sec 
を代入すると 
ｋ＝1.973×10**-17／sec ＝6.226×10**-10／year 
＝0.0623／億年 
上記の減衰係数ｋは、初期値を可能な最大値とした場合の値ですから、実際はこの値以下と言うことになりま
す。 
半減期ｔh は (1) から、次式で与えられます。 
log(ωp／ωo )＝-ｋｔh 
ωp ／ωo＝0.5 log 0.5＝0.6931＝0.0623ｔh 
から 
ｔh ＝（0.6931／0.0623）億年＝11.125億年 
ところで、 
​ ４５.５億年／１１.１２５億年＝4.0899、 05**4.0899＝0.05872＝1／17.03 
となって、上記の ωo／ωpの値と計算誤差の範囲内で一致しています。 
なお、実際の半減期は、上述の理由から、１１.１億年以下と言うことになります。 
ところで、過去１５年間に５回閏秒が挿入されていることから、３年に１秒の割合で地球の自転周期が長く
なっていると言われています。この割合で自転周期が長くなっていく場合の半減期は下記のようにして求まり
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ます。 
現在の自転周期をT0、ｔ年（３年）後のそれをTとすると、 
T－T0＝１sec 
T－T0＝2π(1/ωー1/ωo)＝2π(ωoーω)/(ω×ωo)＝1 
上式に 
ω＝ωo×e**(-ｋｔ) 
を代入すると 
２π／ω{１－e**(-ｋｔ)}＝１sec 
i.e. ω／2π＝１－e**(-ｋｔ)≒ｋｔ 
上式に ω＝ωp＝7.292×10**-5 rad/sec＝2301 rad/yearとｔ＝３年を代入すると 
ｋp＝3.869×10**-6／年 
上述の半減期の式に上記の値を代入すると、現在の地球の自転角速度の半減期Tpは、次式から 
log 0.5＝0.6931＝3.869×10**-6×Tp 
Tp＝0.6931／3.869×10**-6＝1.791×10**5年≒１８万年 
半減期は約18万年となり、地球の年齢と相容れない値となります。 
このようになってしまたのは、１秒の定義が不適切であったためです。現在の定義は、Cs の放射波
ｆ=9.192631770 GHz波の１周期Ｔoの9192631770倍とされています。それ故、１秒の定義をT0現在の値より
も、３年に１秒長くのなるようにすれば閏秒の必要は当面は無くなるわけです。 
具体的には、３年は10の約８乗秒(＝0.9467×10**8 sec)ですから、 Cs の放射波を １＋１秒／３年 ＝ １＋
1.0563 ×10**-8 倍して9.192631673 GHzと定義すれば良いわけです。即ち、 T＝1／ｆ ですから、10桁あった
Cs の放射波の有効桁数の最後の３桁を変更すれば、 
9192631770／9192631673＝1＋1.056×10**-8 
となりますから、１秒が1.056×10**-8だけ長くなり、３年で約一秒長くなることになります。 
即ち、１０桁あるCs の放射波の有効桁数の最後の３桁を変更すれば、閏秒の挿入は、現在は３年に一度です
が、前述したように、半減期は11.125億年以上ですから、向こう百年以上、閏秒の問題は考え無くてもよくな
るはずです。 
時間の定義の変更に伴う基本単位への影響：現在、光速は299792458 m/sec、長さの基本単位１ｍは、真空中の
光の１／299792458ｓ間の伝搬距離となっています。 光速ｃは、基本中の基本であるため、その絶対値も定義
も変えないことが望ましいわけですから、秒の定義の変更に伴う長さの定義を変える必要があります。光速と
時間で定義されている長さを、時間の増加、1.056×10**-8 sec、に伴い、3.17×10**-8 mだけ１ｍを短くするな
らば、光速の絶対値・定義とも不変となります。 
ただし、可能性は殆どありませんが、長さの定義と絶対値を現在のままにするのならば、光速を、１秒が長く
なった分に対応する3.2 m/sec増やし、現在の定義値299792458 m/secから299792461 m/sec に変更する必要が
あります。定義の時間の逆数は、１秒が長くなった分だけ短くなりますが、光速がその分だけ速くなっていま
すから、絶対値は不変となります。おわりに：閏秒の挿入に際しては、世界で何万人もが対応する必要があり
ますが、時間の定義の変更は、全世界で数人で対応することができます。しかも、その効果には殆ど差があり
ません。
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アジア・オセアニアVLBIグループ（AOV）の活動について
Activities of the Asia-Oceania VLBI Group for Geodesy and Astrometry (AOV)
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アジア・オセアニアVLBIグループ（AOV）は、当地域のVLBIに関する連携を強化するため、2014年に設立された
IVSのサブグループである。2015年のAOVの活動として、計6回のVLBI観測を実施した。また、11月19-20日に
は、AOV単独では初の会議となる第１回アジア・オセアニアVLBI会議をタスマニア大学（オーストラリア ホ
バート）で開催し、AOV加盟機関の代表者らが最新の活動状況について情報共有を行うとともに、2016年以降の
AOVの活動方針について議論を行った。本講演では、これらのAOVの活動について報告する。
 

VLBI
VLBI

 

SGD23-P02 日本地球惑星科学連合2016年大会

©2016. Japan Geoscience Union. All Right Reserved. - SGD23-P02 -



キーワード：
Keywords:

外核の熱流束と地球自転速度変化
Heat flux flow in the outer core and Earth's rotational motion
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Heat flux flow in the outer core transfers heat energy from the Earth's central part into the
mantle. It contributes to motion of the compressible outer core and zonal thermal wind in the outer
core. These motions relate with the Eartth's rotational motion.
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倒立振子を利用した望遠鏡姿勢制御方式
A method for attitude control of telescopes making use of the reverse pendulum
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国立天文台水沢地区を中心に月の回転観測のための月面望遠鏡を開発してきたが、小型ロケットが主流となる
今後の日本の月惑星探査の流れの中で、望遠鏡の小型化も必須である。この観点から、倒立振子を利用した望
遠鏡鏡筒の鉛直制御を提案する。 
倒立振子は重心が支点より上に来る不安定な系で、これを直立させる技術は、古くから制御工学の代表的な課
題の一つとして多くの研究がなされてきた。また、最近では二足歩行ロボットに必要な技術として新たな展開
を見せているが、望遠鏡の鉛直制御に利用するのは初の試みである。 
鏡筒自体を倒立振子本体とし、底部を点で支持すると、一見不安定であるが、逆に、鉛直からのズレに対する
感度が高いので、高精度の鉛直制御が期待できる。ここでは、円筒（鏡筒）の底部を円錐形とし、先端部を
XY自動ステージ上に置く。一方、鏡筒上部を円環で囲み、4方から圧力センサーで支える（図１参照）。円筒が
鉛直からずれると、重力により倒そうとするトルクが働き、そのトルクによる力を圧力センサーが検知し、そ
れをゼロにするように、底面のXYステージを微小変位させる。 
この方式は、水平面の基準を光学系の中に組み込むこと無く、かつ、下げ振りのように入射方向に支点等の構
造を置く必要が無いので、望遠鏡の方式にほとんど影響を与えない。したがって、小型の望遠鏡の新しい方式
として発展性が期待できる。 
おもりの質量m (kg)の倒立振子が角度θ傾いた時に、水平方向にかかる力は P = mgsinθと表される。m =
1kg、θ = 1秒角（4.8×10-6rad）とすると、P=4.8×10-5 N（約50μN）となる。現在市販の最高感度のセン
サーは、分解能が0.005μNであるので、1秒角傾いた場合の1/10,000の力を検出できることに相当し、角度の分
解能としては0.1mas（ミリ秒角）となる。一方、ダイナミックレンジは分解能の約2万倍あるので、最高感度の
センサーを用いる場合は、姿勢を常に20秒角以内に保つ別の機構が必要である。また、倒立振子が鉛直から
1mas傾いた状態から、鉛直にもどすために必要な支点の移動量は、支点からおもりの重心までの高さが10cmの
場合には、5×10-10m（0.5nm）であるので、XYステージにはこの精度の位置決め精度が要求される。 
今回提案する制御方式によって、月、惑星探査用の望遠鏡の大幅な小型軽量化による新しい道を開くことが可
能である。
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広帯域バンド幅合成について（その３）
On a wide-band bandwidth synthesis III
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１．はじめに 
受信帯が10GHz以上にも及ぶ広帯域VLBI観測データのバンド幅合成処理方法をほぼ確立した。実際の広帯域
VLBI観測データを使用して処理方法の検証を行なったところ、広帯域バンド幅合成に成功しその有効性が検証
できた。電離層遅延補正に関しては短基線観測のため電離層の影響が顕著には現れないため、電離層の影響を
シミュレーションしたデータを使用した処理を行なった。その結果、補正に必要な電離層全電子数（TEC）の相
対値が推定できることが示され、電離層補正法についても検証することができた。 
  
２．処理アルゴリズム 
確立された広帯域バンド幅合成の処理アルゴリズムを以下に示す。 
1)参照スキャンの決定：一連の観測の中で強度の強い電波星のスキャン（観測）を１つ決めて処理の参照ス
キャンとする。 
2)バンド間遅延補正データの作成：参照スキャンデータを用いて従来法でバンド毎に遅延残差および遅延変化
率残差を決定し、更にこれらの残差を補正したクロススペクトルを求める。またバンド毎の遅延残差から一番
低い周波数バンドを基準としたバンド間遅延補正データ作成する。 
3)バンド内位相補正データの作成：2)で得られたクロススペクトルの位相の周波数特性をバンド毎に多項式ま
たは移動平均で近似しバンド毎の位相補正データを作成する。 
4)全スキャンの処理：2), 3)で得られた「バンド間遅延補正データ」および「バンド内位相補正データ」を使
用してすべてのスキャンデータの広帯域バンド幅合成処理を行う。更に広帯域バンド幅合成処理で得られた遅
延残差および遅延変化率残差を補正した広帯域クロススペクトル（バンド幅合成後のクロススペクトル）を求
める。 
5)電離層補正処理：4)で得られた広帯域クロススペクトルを用いて電離層全電子数の補正量ΔTECを求め、このΔ
TECを使って各バンドの相関データの位相補正を行なった後、再度広帯域バンド幅合成処理を行う。 
  
３．実処理結果 
2015年1月16日に鹿島－石岡基線（基線長約50km）で実施した広帯域VLBI観測データを使用して実際に広帯域バ
ンド幅合成を行なったところ良好な結果を得ることができた。鹿島－石岡基線は基線長が短く電離層の影響は
顕著には現れないのでシミュレーションにより電離層の影響を被った相関データを生成し、そのデータを処理
することにより電離層補正方法の検証を行なったところ、電離層補正に関しても良好な結果を得ることができ
た。 
  
４．おわりに 
 広帯域バンド幅合成アルゴリズムを開発し実データを処理することによりアルゴリズムの有効性を検証し
た。その結果、広帯域バンド幅合成に成功し実用的手法をほぼ確立することができたといえる。電離層補正手
法に関しては実データの基線長が短かったため検証はシミュレーションデータを用いて行なったが、今後、大
陸間基線等の長距離基線観測を通しての検証を進めて行く予定である。最後に、今回の検証に使用したデータ
は国土地理院の協力の下に石岡局と鹿島局の間で実施した広帯域VLBI観測によって得られたデータである。観
測にご尽力いただいた国土地理院のVLBIグループの皆様に感謝する。
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VLBI 周波数比較への応用とGALA-V システムの開発(VII)
VLBI application for Frequency Transfer and Development of GALA-V System (VII)
 
*関戸 衛1、岳藤 一宏1、氏原 秀樹1、近藤 哲朗1、宮内 結花1、堤 正則1、川合 栄治1、長谷川 新吾1、瀧口
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1.情報通信研究機構 時空標準研究室、2.総務省情報通信国際戦略局技術政策課、3.情報通信研究機構　国際連
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機構　ネットワークアーキテクチャ研究室
1.National Institute of Information and Communications Technology, Space Time Standards Group,
2.Technology Policy Planning and Coordination, Global ICT Strategy Bureau Technology Policy
Division, The Ministry of Internal Affairs and Communications, 3.National Institute of Information
and Communications Technology, International Relations Office, 4.AIST, National Metrology Institute
of Japan, Time Standards Group, 5.NICT, Outcome Promotion Department, Development support Section,
6.NICT, Outcome Promotion Department, Information System Section, 7.NICT, Network Architecture
Laboratory
 
1. はじめに 
NICT は、遠距離周波数比較を目的とした広帯域ＶＬＢＩシステム（GALA-V）の開発を進めている。それぞれ原
子周波数標準器のある場所に小型VLBI観測局を設置し、比較対象とする原子周波数標準器の信号を基準信号と
してVLBI観測を行うことにより、それらの周波数差を比較することができる。GALA-Vプロジェクトではアンテ
ナの受信感度と遅延計測精度を向上させるため3-14GHzの非常に広い帯域で電波星からの電波を受信す
る。GALA-Vは、国際VLBI事業（IVS）が次世代の測地VLBI観測システムとして開発をすすめているVGOS(VLBI
Global Observing System)との共同観測を念頭に、互換性を持つ仕様で開発を進めている。VGOSシステムとの
共同観測は、高精度な周波数比較にも有益であり、共同観測により測地と周波数比較の両立を目指している。 
  
2. 国土地理院石岡局13m - NICT鹿島34m の超広帯域VLBI実験 
2015年には国内のVGOS局として完成した国土地理院の石岡測地観測局(直径１３ｍ)と、広帯域受信機を搭載し
た鹿島34m局の間で試験観測を実施し、世界初となる８GHz帯域幅の超広帯域信号の合成に成功した。その後の
実験では1秒間の観測でサブピコ秒(光速で約0.1mm)の遅延計測精度が実現できることを実証した。しかしなが
ら遅延の計測精度が高くても、局位置の推定を行うためには、VGOSで求められている高速駆動のアンテナでな
ければ大気の遅延推定誤差が支配的となることが予想されており、2015年8月に行った鹿島34m-石岡局のVLBI観
測では、このことを裏付ける結果が得られている。局位置推定の精度はそのまま周波数比較の精度と対応す
る。今後、高速駆動のVGOS局または、複数の広帯域VLBIアンテナとの共同観測等、更なる精度改善の方策を検
討する。 
  
3. 産総研―NICT小金井間の周波数比較VLBI実験 
GALA-V周波数比較プロジェクトでは、日本標準時を維持するNICTと原子周波数標準を開発している産総研に小
型VLBIアンテナを設置し、VLBI技術を使った周波数比較のテストベッドとしてUTC[NICT] とUTC[NMIJ]の比較実
験を行っている。前節述べた広帯域VLBI観測によって、小型でも十分な遅延計測精度と信号帯雑音比（SNR）で
VLBI観測が可能であり、発表では現在までの精度検証実験の結果を報告する。 
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4. まとめ 
GALA-V周波数比較プロジェクトでは、IVSの進めるVGOSに対応した広帯域VLBI観測システムの開発を進めてお
り、国土地理院石岡測地観測局との実証実験により、1秒で1ピコ秒を切る遅延計測精度を実現した。これは現
在マイクロ波による世界最高レベルの群遅延計測である。現在、我々は産総研とNICT小金井の間で周波数比較
実験進めており、精度検証の後、小型VLBI局の海外への移設と大陸間規模の周波数比較実験を目指す。 
  
謝辞 
広帯域VLBI実験の実施にあたって多大な協力を頂いている国土交通省国土地理院の方々に感謝します。
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Frequency Comparison
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隣接周波数帯電波のGNSS観測への影響
Effect of adjacent frequency signal on geodetic GNSS observations
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1.国土交通省国土地理院
1.GSI of Japan
 
１．背景 
 国土地理院はGPS等の測位衛星（GNSS）の電波を受信する「電子基準点」を全国約1,300箇所に設置し、その
データを利用して測量や地殻変動監視を行うとともに、そのデータを公開して測量・測位、防災分野等での活
用を推進している。GPSはL1帯（1.57542 GHz）及びL2帯（1.2276 GHz）の信号を送信しているが、近年、準天
頂衛星や次世代GPSはL5帯（1.17645 GHz）の信号も送信しており、最新型のGNSS受信機及びアンテナは、従来
よりも広い周波数帯に対応した設計となっている。 
 一方、携帯電話サービスでは、LTEと呼ばれる次世代高速通信サービスが全国で開始されており、この中には
1.5 GHz付近の電波を利用するものも含まれる。 
  
２．現象 
 電子基準点「函館」で、2013年5月から観測される衛星の信号強度（SN比）が低下するとともに、データを解
析して得られる電子基準点の高さに、見かけ上の変動（振幅：最大約5 cm、周期：2～3週間）が生じた。現地
測量により実際の変動でないことは確認されたが、原因の究明には至らず、当該基準点は公共測量で利用でき
ないように措置した。 
 その後も、電子基準点「焼津Ａ」で、2014年3月からSN比の低下及び見かけ上の上下変動（振幅：最大約2
cm、周期：2ヶ月）が確認されるなど、2016年2月現在、同様な現象が「函館」以外に13点でも発生している
（電子基準点名：「焼津Ａ」、「大阪」、「神奈川川崎」、「石垣２」、「御殿場」、「足立」、「越
谷」、「新富」、「大宮」、「楠」、「八郷」、「厚岸」、「指宿」）。いずれも水平変動はなく、上下変動
も比較的小さいため、通常の公共測量では利用できるが、GNSS測量による標高の測量を行う場合は利用できな
い。 
 地殻変動の研究を行う場合、これらの電子基準点の「日々の座標値」や関連する基線に現れる周期的な上下変
動は、実際の変動ではないことに注意が必要である。 
  
３．仮説 
 これらの電子基準点に共通するのは、 
１）マルチGNSSに対応した同一機種の受信機及びチョークリング・アンテナを利用していること、 
２）周辺（概ね1 km以内）に携帯電話基地局があり、SN比の低下が始まった日に1.5 GHz付近の電波を利用する
LTEサービスが開始されていること 
である。このため、GPSのL1帯の隣接周波数帯にあるLTE信号が、従来より広い帯域に感度を持つアンテナに混
入し、アンテナや受信機のアンプが飽和する等によりSN比が低下しているとの仮説が成り立つ。しかし、その
データを基線解析すると上下方向だけに周期的な変動が現れるメカニズムはよくわからない。 
  
４．当面の対応 
 メーカー提供のL1帯隣接周波数帯の1.5 GHz信号を除去するフィルターをアンテナと受信機間に挿入し
て、「函館」及び「焼津Ａ」で観測したところ、SN比は現象の発生前には戻らないものの改善が見られ、見か
け上の上下変動は大きく低減した。また、5～10 dBのアッテネータ（減衰器）の挿入によっても、ほぼ同様な
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効果が見られることを確認している。今後、減衰量の最適値を決定し、見かけ上の上下変動が発生している電
子基準点にアッテネータを挿入することを検討している。
 

GNSS、電波干渉
GNSS, adjacent frequency channel interference
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ルジャンドル陪函数の数値計算法の比較
Comparison of computational methods of associated Legendre functions
 
*榎本 剛1

*Takeshi Enomoto1

 
1.京都大学防災研究所
1.Disaster Prevention Research Institute, Kyoto University
 
三角函数とルジャンドル陪函数からなる球面調和函数は，地球物理学だけでなく球面を取り扱う様々な分野で
利用されている。気象学では，球面調和函数は大気大循環モデルにおいて大気の予報変数を展開して力学過程
を計算したり，大気のエネルギースペクトルを解析するために用いられる。近年の計算機性能の向上によ
り，大きな切断波数を用いて高い水平解像度を実現することが可能となった。しかしながら，従来利用されて
きた倍精度の3点漸化式では，アンダーフローが生じるため高階高次のルジャンドル陪函数の値を正確に計算す
ることができない。アンダーフローを回避する方法として，倍精度の4点漸化式と拡張浮動小数点数の3点漸化
式を用いた手法が提案されている。二つの手法を比較したところ，精度では前者が速度では後者が有利である
ことが分った。4点漸化式とともに用いられるルジャンドル多項式のフーリエ展開の精度の改良についても紹介
する。
 

球面、数値計算法、スペクトル法
Sphere, Numerical method, Spectral method
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